
＜要件チェックリスト＞ 

要件  

離職等またはやむを得ない休業等により経済的に困窮し、住居喪失のおそれのある者または

住居喪失者である。 
□ 

申請日において、離職・廃業した日から２年以内、またはやむを得ない休業等により、収入を

得る機会が減少した。 

※疾病、負傷、育児等により引き続き３０日以上求職活動を行うことが出来なかった期間があ

る場合には、当該期間を２年加算し、最大 4 年以内であれば受給資格がある場合がある。 

□ 

Ⓐ離職等：離職等の日において、主たる生計維持者であった。 

Ⓑ休業等：申請日の属する月において生計維持者であった。 
□ 

申請日の属する月における、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の合計額が、収

入基準額（基準額と申請者の居住する家賃額を合計した額）以下である（収入には、公的給付

等を含む。ただし、児童扶養手当等各種手当、貸与型・給付型奨学金などは含まない）。 

世帯人数 基準額 ＋家賃額（上限） 収入基準額（上限） 

１人 ８４，０００円 ４７，７００円 １３１，７００円 

２人 １３０，０００円 ５７，０００円 １８７，０００円 

３人 １７２，０００円 

６２，０００円 

２３４，０００円 

４人 ２１４，０００円 ２７６，０００円 

５人 ２５５，０００円 ３１７，０００円 

６人 ２９７，０００円 ６７，０００円 ３６４，０００円 

７人 ３３４，０００円 ７４，４００円 ４０８，４００円 
 

□ 

申請日において、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者所有する金融資産（預貯金及び現

金）の合計額が次の表の金額以下である。 

世帯人数 金融資産 

１人 ５０４，０００円 

２人 ７８０，０００円 

３人以上 １，０００，０００円 
 

□ 

Ⓐ求職活動を行う者：公共職業安定所等（ハローワーク）に求職の申込みをし、誠実かつ熱心

に常用就職を目指した求職活動を行うこと。 

Ⓑ自立に向けた活動を行う者：経営相談先へ相談申込を行い、自立に向けた活動計画を作成

し、取組を行うこと。 

□ 

地方自治体等が実施する類似の給付等を、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者が受け

ていないこと。 
□ 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員でないこと。 □ 

ア・イのいずれかに該当する。 

ア．過去に住居確保給付金を受けたことがない。 

イ．再支給の申請ではあるが、前回受給した最終月の翌月から１年を経過しており、直前の支

給決定後に常用就職した後に新たに解雇された。または、就業による個人の給与等の収入

を得る機会が減少した。（どちらも本人の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く） 

□ 

 


